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　目ざして」を参照。
ω　工D、トソプソソ編，前掲訳書229頁。
⑲　J．D．トソプソソ編，前掲訳書237頁。
⑬　Whetten，D．A．，“Interorganizational　Relati㎝s：A　Review　of　the　Fie1d”，
　∫o〃7〃”1ρ戸1王ケg乃271；∂〃6α〃o免，1981，vo1．52．No．1．
⑭　Phi1lips，A．“A　Theory　of　Inter五rm　Organization”，Q吻肋ψ∫o〃伽1げ
　1；co地o〃〃o∫，74（1960），602－13．
⑮Steiner，G。＆J，3榔ξ惚53，0o〃刎刎2〃＆8θ6杉妙’AManagerialPerspec－
　tive，thirdedition，RmdomHouse，1980一スタイナーのモデルについては，す
　でに筆老は，「経営環境論の展望」（産研シリーズ「現代経営学の諸間題」（1985年）
　所収）において，簡単に言及Lたが，ここではさらに詳細に検討をする。
　　G・スタイナーは米国のUCLAのハリー＆ユルサ・クーニン講座（「企業と杜
　会」）担当教授。1971年と1975年に，本書の初版と再版が発行されたとき，本書は，
　肋∫伽5∫α〃SOc｛吻という書名であったが，第三版の発行にさいLて，従来の
　書名に「政府」という言葉を入れた。その理由は，近年，ビジネスにおける政府の
　役割が大きくなったためであるとい㌔レーガソ大統領による各種の規制緩和
　（delegulation）は，政府セクターの影響力の増犬に対する財界を主軸とする保守
　陣営の発言権の増大の結果とみなtうる。政府都門の影響の増犬は，そのような規
　制緩和にもかかわらず，例えば先端技術の開発に対する政府援助などという一種の
　「産業政策（industial　pOlicy）」を生み出している。
蝸　Steiner，G．＆J．ibid．pp．7－12、三っのモデルは前頁のように図表化されてい
　る。
⑰　Post，J．E．and　Andrews，P．N．，“Case　Research　in　Corporation　and　Society
　Studies”，in　Preston　L．E．（ed．）月ε5吻κ泥加0oψ0〃κ80σ加1P3げ07肋α〃ω
　ω〃S06ゐ妙，JAI　Press，1982．pp，3－5．
　　なお，図表にある研究者の著書・論文は次の通りである。ただしアソドリウスと
　ワインパウムの薯作はここで使用したポストとアンドリュスの原論文には見当らな
　いので筆者が付け加えた。また，セティの1980年の論文も原論文に掲載されてい次
　いので筆老が1981年の論文に代えた。
　　Andrews，K．R．，“Directors’Responsibi－ity　for　Corporate　Strate馴”，∬〃〃〃
　B刎∫｛榊ss　Rω加ωNov．一Dεc．1980．
　　Acker㎜an，R，W．，The　Social　Cba1lenge　to　Busi口ess，Harvard　Univ．Press，
　1975，
　　Epstein，E．M．，The　Corporation　in　American　Politics，Prentice－Hall，1969．
　　Friedman，M．with　the　assistance　of　Rose　D．Friedman，Capitalism　and
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　Freedom，TheUniv・ofChicagoPress，1962（熊谷尚夫，西山千明，白井孝昌訳
　　『資本主義と自由』マグ回ウヒル好学杜，1975年）。
　　Ga1braith，エK．，The　New　Industrial　State，Houghton－Mi価in，1967（都留重
　人監訳『新しい産業国家』河出書房新社，1968年）。
　　Lindblom，C．E．，Politics　and　Markets：The　World’s　Po1itica1－Ec㎝omic
　Systems．Basic　Books，1977．
　　MurlY，E・A・Jr・，“The　Imp1ementation　of　Social　Po1icies　in　Commercial
　Banks”，Unpublished　doctoral　disseれation，Har▽ard　Univ．1974．
　　Post，J・E・，Co－Porate　Behavior　and　Socia1Change，Prentice・Ha11．1978．
　　Preston，L．and　Post，エE．，Priマate　Management　and　Pub1ic　Policy，Pren－
　tice＿Ha11．　1975．
　　Rawls，J・，A　Theory　of　Justice，Haπard　Univ．Press，1971（矢島鉤次監訳
　　『正義論』紀伊国屋書店，1979年）。
　　Voge1，D．，Lobbying　the　Co叩oration，Basic　Books，1978．
　　Sethi，S－P．，“Co唖orate　Law　Violations　and　Executive　Liabi1ity”in　Pre－
　ston（ed一）Research　in　Corporate　Social　Performance　and　Policy，JAI　Press，
　1981．
　　Weidenbaum，M．L．，Business，Govemment　andthe　Pub1ic，（2nd．）Prentice－
　Ha11．1981．
⑱Jones，T・M、，“An　Integrating　Framework　for　Research　in　Business㎜d
　Society：AStepTowardtheElusiveParadigm？”丁加λω幽刎ツゲ〃；伽α一
　酔刎2〃Rωゐ〃，Oct．1983．
⑲　この点に関して，1979年3月に，ワシソトソ大学（ミズーウリ州セントルイス
　市）のアメリカ企業研究セソター（CenterfortheSt口dy　of　Americm　Business）
　のワーキソグ・ぺ一バー第41号（全139頁）とLて発表されたピジネス・スクール
　等における企業と社会に関する教育の実態調査は興味深いデータを示している。こ
　のべ一パーの執筆者であるR・A・バソクホルツ（Buckholz）によるとこの調査は，
　もともとアメリカのビジネス・スクールの学部長会議で公共政策を含む企業と環境
　問題の重要性を学生に教育することの必要性を指摘されたことから出発した。この
　挙部長会議の意を受けて全米ピジネス・スクール連合会（theAmericanAsse血bly
　of　Collegiate　Schools　of　Business）の「政府規制部会」が企業と環境・公共政
　策との関係に関するピジネス・スクール等のカリキュラム等を調査しはじめたとこ
　ろ，アメリカ経営挙会の「経営における杜会問題部会」でも同じような調査の実施
　を計画Lているということが分かり・両者が協力してひとつの調査を行なうことに
　次りた。
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　　調査報告書は，Business　En∀ironment／public　Policyl　A　Study　of　Teaching
　and　Research　in　Schools　of　Business　and　Management（by　Rogene　A．Buch・
holz，Washi㎎ton　University）として発表された。
　　この調査によると，公共政策・企業と環境（publicpolicy／businesseI1viron－
　ment）の分野は環境論（抱活的と法律的環境論に細分される），公共政策，統合的
　アプローチ（経営政策と職能論に細分化される），官庁管理，経済学，その他の分
　野から成立しており・各校での教育状況もパーセソトで表示されているが，とくに，
　環境論アプローチをとる大学および大学院が多い。
　　そして，「抱括的環境コース（Co㎜prehensiveEnvironmenta1Courses）」の具
　体的次コース名としては，「企業と環境」，「企業と杜会」，「組織と環境」，「企業と
　変化する環境」，「企業の外部環境」，「会杜と環境」，「企業の環境状況」，「経営に対
　する環境の衝撃」・「企業の法的，杜会的および道徳的責任」があ飢
　　また公共政策コースでカバーするトピヅクスとしては，「企業一政府関係（連邦
　レベル）（州レペル）」，「倫理と価値」，「消費老問題」，「産業規制」，「産業組織論」
　「エネルギー問題」など力…ある。
　　いずれにLても，この調査によって調査票を発送した全米の＾CSB（1977－
　1978年）の加盟校530校のうち372校より回答があったが，その372校の82．5％のピ
　ジネス・スクールで企業と杜会に関する独立Lた科目を設置していたことが明きら
　かになったo
⑳　山城の戦時体割下の学説とその戦後の展開については，斐富吉『目本経営思想史
　一戦時体割期の経営学』（マルジュ杜，昭和58年）の第4章事例研究の山城章の
　項カ…参考になる。
勧　例えぱ，1985年の目本経営学会におけるアメリカを中心とした桜井克彦の「現代
　経営環境論とその動向」という報告。
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